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多古町地域経済活性化拠点予備設計業務委託 

公募型プロポーザル事業者募集要領 

 

1. 業務の目的 

多古町では、多古町地域経済活性化拠点整備計画（令和 5年 3月策定）に基づき、道の駅

多古周辺エリアにおいて、成田空港の更なる機能強化や圏央道の開通等による経済効果を取

り込みつつ、地域課題解決の先導となる拠点の整備を進めている。 

本業務では、土木、建築、費用、整備手法など様々な整備条件を整理、比較検討し、多古

町地域経済活性化拠点の整備方針を決定することを目的とする。 

 

2. 業務の概要 

（1）業務名 

   多古町地域経済活性化拠点予備設計業務委託 

（2）委託期間 

   契約締結日の翌日から令和 8年 3月 31日まで 

（3）業務内容 

   別添 1「多古町地域経済活性化拠点予備設計業務委託特記仕様書（以下「特記仕様書」とい

う。）」及び別添 2「設計書」のとおりとする。 

   技術提案書の作成に当たっては、別添 3「多古町地域経済活性化拠点整備計画」及び別添 4

「多古町地域経済活性化拠点整備検討会議の意見」を参照すること。 

（4）委託料上限額 

   20,812,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

3. 受託候補者の選定方針 

受託候補者の選定は、多古町の職員等で構成する「多古町地域経済活性化拠点予備設計業務

受託者選定審査委員会（以下「審査委員会」という。）」において、業務実績等による客観評価、

技術提案書に基づくプレゼンテーション等による技術提案評価、参考見積書の価格評価を実施

した上で、客観評価点、技術提案評価点及び価格評価点の採点結果で 1 位と順位付けした審査

委員の数が最も多い者を受託候補者、2位と順位付けした審査委員の数が最も多い者を次点候補

者として選定する。ただし、順位 1位が同数の場合は、同数となった者について、2位と順位付

けした審査委員の数が最も多い提案者を受託候補者とするものとし、順位 2 位と順位付けした

審査委員の数でも決定できない場合は、同数となった者について、各審査委員が付けた順位を

足し合わせた合計が小さい者を上位として決定する。いずれの方法でも決定できない場合は、

審査委員の協議により決定する。 

 

4. 実施スケジュール 

内 容 日 程 

公募開始の公表（募集要領等の配布） 令和 7年 5月 16日（金） 

募集要領等に係る質疑の受付 令和 7年 5月 26日（月）午後 5時まで 

募集要領等に係る質疑への回答 令和 7年 5月 28日（水）まで 

参加表明書類の提出 令和 7年 5月 30日（金）午後 5時まで 

技術提案書等の提出 令和 7年 6月 10日（火）午後 5時まで 

技術提案書の評価 

（プレゼンテーション及びヒアリング） 

令和 7年 6月中下旬（予定） 
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受託候補者及び次点受託候補者の決定通知 

審査結果の公表 
令和 7年 6月下旬（予定） 

受託候補者との協議（業務内容等） 令和 7年 6月下旬（予定） 

契約締結 令和 7年 6月下旬（予定） 

 

5. 審査委員会の構成 

 (1) 委 員  町職員等 7名 

 (2) 事務局  多古町役場 産業経済課 経済振興係 

        住所  〒289-2292 

            千葉県香取郡多古町多古 584番地 

        TEL   0479-76-5404 

        FAX   0479-76-7144 

        E-mail  keizaishinko@town.tako.chiba.jp 

 

6. 参加資格要件 

公募型プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を満たすものとする。 

（1）多古町建設工事請負業者等指名停止措置基準（平成 8年多古町訓令第 3号）又は多古町 

  物品等契約に係る業者指名停止基準（平成 26年多古町訓令第 15号）に基づく指名停止措置 

  を受けていないこと。 

（2）多古町契約等に係る暴力団等対策措置要綱（平成 26年多古町告示第 11号）に基づく排除 

  措置を受けていないこと。また、同要綱第 2条第 1号に規定する暴力団及び同条第 2号に 

  規定する暴力団員等に該当しないこと。 

（3）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167条の 4の規定に該当しないこと。 

（4）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法 

  （平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

（5）国税、都道府県税及び市町村税に滞納がないこと。 

（6）千葉県内に本店を有する者又は東京都内、神奈川県内、埼玉県内又は茨城県内に本店 

を有し、かつ、千葉県内に支店又は営業所を有すること。 

（7）手形交換所による取引停止処分を受けて 2年間を経過していること、又は本委託業務の受 

注候補者決定日前 6か月以内に手形、小切手を不渡りにしていないこと。 

（8）令和 6・7年度多古町入札参加資格者名簿の「測量業者一覧」の希望業務内容「土木：都市 

計画」に登載されていること。 

（9）建設コンサルタント登録規程（昭和 52年建設省告示第 717号）別表の「都市計画及び地 

方計画部門」の認定を受けていること。 

（10）地方公共団体において令和 2年度以降（過去 5年間）に千葉県内の施設整備等に伴う、調 

査検討、基本計画、基本設計、概略設計等の業務の完了実績を有していること。 

（契約金額 1,000万円以上の開発候補地選定業務又は開発事業化検討業務をいう。）の受

注実績を有する者。 

(11) プライバシーマークを取得していること。 

（12）宗教又は政治活動を主たる目的とした者ではないこと。 

 

7. 業務実施上の要件 

業務の実施に当たっては、次に掲げる要件をいずれも満たすものとする。 

（1）受託者は、業務の全部又は主たる部分を第三者に委託してはならない。 

（2）配置予定技術者 

受託者は管理技術者及び担当技術者を配置することとし、それぞれ以下の条件を満たす者 
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とする。 

1) 管理技術者 

参加表明書の提出時点で当該企業に 3か月以上継続して雇用されており、技術士法（昭 

和 58年法律第 25号）第 2条第 1項に規定する技術士（以下「技術士」という。）（総合技 

術監理部門の「建設－都市及び地方計画」又は建設部門の「都市及び地方計画」のいずれ 

か）又はＲＣＣＭ（「都市計画及び地方計画部門」）の資格を有する者 

 

2) 担当技術者 

参加表明書の提出時点で当該企業に 3か月以上継続して雇用されている者。 

 

8. 参加表明書類の提出 

以下の要領で提出すること。 

（1）受付期間 

   令和 7年 5月 16日（金）から令和 7年 5月 30日（金）午後 5時まで（必着） 

（2）受付場所 

   事務局 多古町役場 産業経済課 経済振興係 

（3）提出方法 

受付場所まで持参又は郵送すること。 

【送付先】〒289-2292 

     千葉県香取郡多古町多古 584番地 

     多古町産業経済課経済振興係 宛 

（4）提出書類及び提出部数 

   参加表明書及び誓約書【様式 1】 1部 

※両面印刷し、代表者印を押印の上、提出すること。 

（5）その他の注意事項 

①使用する言語は日本語とし、通貨及び単位は、日本国通貨、日本の標準時及び計量法に定

める単位とする。提出した書類の訂正、追記、返却は認めない。また、要求する内容以外

の書類や図面等は受理しない。（「10.技術提案書等の提出」についても同様とする。） 

②参加表明書についてのヒアリングは、実施しない。ただし、記載内容が不明確で参加資格

を確認できない場合には、説明を求めることがある。 

③参加表明書提出後に辞退する場合は、辞退届【様式 3】を令和 7年 6月 2日（月）までに

同提出先へ提出するものとする。 

 

9. 質疑の受付及び回答 

（1）受付期間 

令和 7年 5月 16日（金）から令和 7年 5月 26日（月）午後 5時まで（必着） 

（2）受付場所 

   事務局 多古町役場 産業経済課 経済振興係 

   E-mail keizaishinko@town.tako.chiba.jp 

（3）提出方法 

   質問票【様式 2】に記入し、電子メールにて事務局へ送付の上、電話でその旨連絡するこ 

と。なお、電話・ファックス等での質疑応答は行わないので注意すること。 

（4）質疑に対する回答 

   質疑に対する回答は、令和 7年 5月 28日（水）までに町ホームページ上に公開する。回答

内容は、本要領の追加、修正として取り扱うことがある。 
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10. 技術提案書等の提出 

参加表明書【様式 1】を提出した者は、以下の要領で書類を提出すること。 

（1）提出期限 

令和 7年 6月 10日（火）午後 5時まで（必着） 

（2）提出先 

事務局 多古町役場 産業経済課 経済振興係 

（3）提出方法 

受付場所まで持参又は郵送すること。 

【送付先】〒289-2292 

     千葉県香取郡多古町多古 584番地 

     多古町産業経済課経済振興係 宛 

（4）提出書類 

 ①技術提案書の提出及びプレゼンテーション・ヒアリング参加者について【様式 4】 1部 

  ※代表者印を押印の上、提出すること。 

 ②技術提案書（任意様式） 11部 

  ※電子データも併せて提出すること。 

 ③技術提案者の業務実績等【様式 5】 11部 

  業務実績については、「6.参加資格要件（10）」に定める業務の完了実績を記載するものと

し、これらを証明する資料（契約書及び登録証等の写し）を添付すること。ただし、証明す

る資料については 1部とする。なお、業務実績は、令和 7年 3月 31日までに完了したものを

記載すること。 

 ④配置予定技術者の配置計画【様式 6】 11部 

  管理技術者及び担当技術者の配置計画について記載すること。 

 ⑤配置予定技術者申告書【様式 7】 各 11部 

・ 管理技術者及び主たる担当技術者 1名についてそれぞれ作成することとし、技術者の資

格を証明する資料（資格証の写し等）を添付すること。ただし、証明する資料については

1部とする。 

  ・ 管理技術者が主たる担当技術者を兼務する場合は、その他の担当技術者の内 1名について

記載すること。 

 ⑥参考見積書【様式 8】 1部 

  （見積の内訳書【様式 8-2】） 11部 

（5）技術提案書等作成の注意事項 

 ①技術提案書（任意様式） 

  1）A4判縦置き・横書きで、8ページ以内（両面印刷可、表紙・目次除く。A3判を使用する

場合は片袖折りとし、A3判 1ページにつき A4判 2ページと換算する。）に記載すること。 

2）文字の大きさは、原則として 10.5ポイント以上とすること。 

3）提案者を特定することができる内容の記述（商号や実績に係る業務名、発注者の名称な

ど）は行わないこと。（プレゼンテーションにおいても同様とする。） 

 ②参考見積書【様式 8】 

  見積書の内訳書【様式 8-2】には、技術提案番号及び各項目における金額を記載し、提案者

を特定できる事項は記載しないこと。 

 ③技術提案書等の提出期限後の差し替え、追加等は一切認めない。 

（6）技術提案書評価基準 

   技術提案書の評価基準は、別表に示すとおりとする。 

（7）既存資料の閲覧 

技術提案書の作成に当たり、関係資料等の閲覧ができる。 
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   閲覧を行う場合、事前に申し込みを行うこと。 

 

11. プレゼンテーション及びヒアリング 

   審査は、「10.技術提案書等の提出（6）技術提案評価基準（別表）」に基づき、審査委員会に

おいて、提案者によるプレゼンテーション及びヒアリング（以下「プレゼン等」という。）によ

り行うものとし、プレゼン等の実施方法は以下のとおりとする。 

（1）プレゼン等への出席者は、本業務を担当する管理技術者を含む 3名以内とする。 

（2）プレゼン等の開催日程は、令和 7年 6月中下旬を予定しており、正式な開催日時について

は個別に通知する。 

（3）プレゼン等は提案者が提出した技術提案書等の記載内容をパワーポイント等で表現したも

ののみとし、新たな内容の資料提出は認めない。 

（4）スライド用のパソコンを持参すること。プロジェクター及びスクリーンは町で用意する。 

（5）プレゼンテーションの時間は 20分以内、その後に、審査委員からの質疑応答等のヒアリン

グを 20分程度実施する予定である。 

（6）プレゼンテーションの資料やスライド中には、提案者の名称等が分かるような表示をしな

いこと。また、質疑応答においても同様の表現をしないこと。 

 

12. 特定・非特定通知 

（1）「3.受託候補者の選定方針」により選定した受託候補者及び次点受託候補者へ書面【様式 9、

様式 10】を電子メールにより参加表明書に記載されたアドレス宛てに送付し、通知する。

また、受託候補者及び次点受託候補者のいずれにも特定されなかった者に対しては、特定さ

れなかった旨と、その理由（非特定理由）を同じく書面【様式 11】により通知する。 

（2）審査の結果、技術提案書評価基準（別表）「3．業務理解度・実施方針に関する提案」「4.

技術提案書及びプレゼンテーション」における全審査委員の評価点の合計が、6割に満たな

い場合は、受託候補者として特定しない。 

（3）非特定の通知を受けた者は、通知した日の翌日から起算して 7日以内（休日を含む。）に、

書面により委員会に対して非特定理由についての説明を求めることができる。 

  ①受付場所 

   事務局 多古町役場 産業経済課 経済振興係 

  ②受付時間 

   土曜日、日曜日及び祝日を除く午前 9時から午後 5時まで（必着） 

  ③提出方法 

   受付場所まで持参又は郵送すること。 

  ④非特定理由の説明請求に対する回答 

   説明を求めることができる最終日の翌日から起算して 10日以内（休日を含む。）に書面によ

り行う。 

 

13. 契約等 

（1）業務委託契約 

  ①契約の締結 

   多古町地域経済活性化拠点予備設計業務委託公募型プロポーザル実施要領第 12条の規定に

より契約を締結するものとする。 

  ②契約に係る業務内容 

   契約に係る業務内容は、「別添 1 特記仕様書」及び「別添 2 標準設計書」に定める内容を基

本とする。なお、契約締結の際にプロポーザルの内容に即して仕様書及び設計書の内容を確定

するが、提案内容が全て設計金額に反映されるものではない。 
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  ③契約書 

   「別添 5 業務委託契約書（案）」を使用する。 

  ④その他 

   受託候補者として特定された者は「配置予定技術者申告書【様式 7】」に記載した配置予定

技術者に当該業務を担当させなければならない。ただし、変更がやむを得ないと発注者が認め

た場合については、発注者と協議の上、同等以上の資格等を満たす技術者を配置するものとす

る。 

 

（2）提出書類の取扱いについて 

   提出書類は、返却しない。提出された資料が多古町情報公開条例（平成 13年 3月 16日条例

第 1号）に基づく開示請求の対象となった場合は、提案者の意向を確認した上で、本条例の規

定に基づき公開の可否等を決定する。 


